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＜はじめに＞
個別の教育支援計画（釧路モデル）「マリーモ」
１　個別の教育支援計画「マリーモ」の内容と活用例
	①　フェイスシート
	本人の記録を記入する。

	②　相談・支援の記録
	連携機関名等について記入する。あわせて、資料や検査結果等についても可能な限り綴じるようにする。

	③　教育の記録
	校名及び担任名等について記入する。

	④　合理的配慮の内容
	本人、保護者と共有した合理的配慮の内容について記入する。

	⑤　現在の様子
　※幼児期用⑤-１、学齢期用⑤-２
	子どもにかかわる支援の手立て等について記入する。（年度ごとに１枚ずつ作成し加えていく）

	※①～⑤―１、２に必要に応じて加筆しながら、支援計画として活用を図る。


２　使い方
　・このファイルは幼稚園、保育所、認定こども園～高等学校等及び就労先まで引継ぎ、関係機関との連携の状況、学校での指導の記録を蓄積することで、継続的な支援を行うために作成するものです。ファイルの利用により、一人の子どもを幅広い視野の多くの目で見守って育てていくためのツールとすることができます。
・各幼稚園、保育所、認定こども園、学校の実態を踏まえ、本計画（釧路モデル）を参考にしながら、様式等を改善して作成することができます。
　・記入できるところのみ記入します。
〈改訂のポイント〉
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作成日：令和　　年　　月　　日
	氏　名
	
	男・女
	生年月日
	平成・令和　　年　月　日

	保護者
	氏　名
	
	電話 自宅
携帯
	－　　－　　　　
－　　　　－

	
	住　所
	
	
	


	続柄
	氏　名
	職業・学校等
	その他の特記事項

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


	生育歴
	

	療育・教育の状況
	

	医療に関わる特記事項
	


             No.　　
	
	相談・支援機関等
	期　日
	内　容　・　結　果　等

	１
	
	   　年
  　月
 　日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	２
	
	   　年
  　月
　日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	３
	
	   　年
  　月
　日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	４
	
	   　年
  　月
　日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	５
	
	   　年
  　月
日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	６
	
	   　年
  　月
日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	７
	
	   　年
  　月
日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	８
	
	   　年
  　月
日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	

	９
	
	   　年
  　月
日
	

	
	担当者：
	
	

	
	連絡先：
	
	




	
	学校・園名
	在籍期間
	学級担任
	備考

	
	
	
	未満児
	
	

	
	
	
	年少
	
	

	
	
	
	年中
	
	

	
	
	
	年長
	
	

	小
学
校
	
	
	１年生
	
	

	
	
	
	２年生
	
	

	
	
	
	３年生
	
	

	
	
	
	４年生
	
	

	
	
	
	５年生
	
	

	
	
	
	６年生
	
	

	中
学
校
	
	
	１年生
	
	

	
	
	
	２年生
	
	

	
	
	
	３年生
	
	

	高
等
学
校
	
	
	１年生
	
	

	
	
	
	２年生
	
	

	
	
	
	３年生
	
	

	
	
	
	４年生
	
	

	
	
	
	
	
	



	観　　　点
	支援の内容

	教育内容
	・学習上又は生活上の困難を改善、克服するための配慮
・学習内容の変更・調整
	

	教育方法
	・情報、コミュニケーション及び教材の配慮
・学習機会や体験の確保
・心理面、健康面の配慮
	

	支援体制
	・専門性のある指導体制の整備
・幼児、児童、生徒や教職員、保護者への理解啓発
・災害時の支援体制の整備
	

	施設・設備
	・校内環境のバリアフリー化
・発達、障がいの状態及び特性等に応じた施設、設備
・災害時等への対応に必要な施設、設備
	




歳　　　月　作成日：令和　　年　　月　　日
	希望や願い

	
	現在の希望
	将来の希望

	本　人
	
	

	保護者
	
	


	◆支援の長期目標◆


	◆支援の短期目標◆



	
	気になること（課題）
	成長のための手立て

	
	本人について
	環境について
	本人について
	環境について

	生活面
	
	
	
	

	
	支援の結果

	
	（Ｒ　.　.　　記入：　　　　　）

	行動面・運動面・感覚面
	
	
	
	

	
	支援の結果

	
	（Ｒ　.　.　　記入：　　　　　）

	人とのかかわり
	
	
	
	

	
	支援の結果

	
	（Ｒ　.　.　　記入：　　　　　）



学校　第　学年　作成日：令和　　年　　月　　日
	希望や願い

	
	現在の希望
	将来の希望

	本　人
	
	

	保護者
	
	


	◆支援の長期目標◆


	◆支援の短期目標◆



	
	気になること（課題）
	成長のための手立て

	
	本人について
	環境について
	本人について
	環境について

	生活面
	
	
	
	

	
	支援の結果

	
	（Ｒ　.　.　　記入：　　　　　）

	行動面・運動面・感覚面
	
	
	
	

	
	支援の結果

	
	（Ｒ　.　.　　記入：　　　　　）

	学習面
	
	
	
	

	
	支援の結果

	
	（Ｒ　.　.　　記入：　　　　　）

	人とのかかわり
	
	
	
	

	
	支援の結果

	
	（Ｒ　.　.　　記入：　　　　　）


＜参考＞


令和２年３月　改訂版





・「フェイスシート」に生育歴、療育・教育の状況、医療に関わる特記事項を明記する欄を設け、各関係者が子どもの育ちを共有できるようにしました。


・「相談・支援の記録」に担当者・連絡先を記入する欄を設け、サポートマップの頁との統合を図りました。


・「合理的配慮の内容」を記載する頁を設け、合理的配慮を適切に提供するとともに、関係者で共有、引き継げるようにしました。





マリーモ　　　　　　　　　　①フェイスシート　　　　　　　　　　





マリーモ　　　　　　　　　　②相談・支援の記録





＊各機関の担当者へお願い


相談・支援等を行った場合は、このシートに概要を記入してください。資料や検査結果のコピーなども可能な限り綴じてください。





マリーモ　　　　　　　　　　　　③教育の記録





マリーモ　　　　　　　　　④合理的配慮の内容





＊合理的配慮の位置付けにあたってのプロセス


　支援の内容については、観点を参考に、どのように提供するか、具体的に合理的配慮を記載します。また、その成果や課題を引き継ぐことで、切れ目のない指導や支援につなげることができます。





マリーモ　　　　　　　　　　⑤－１現在の様子





マリーモ　　　　　　　　　　⑤－２現在の様子





個別の教育支援計画とは


特別な教育的支援を必要とする児童生徒等の一人一人のニーズを正確に把握し、教育の視点から適切に対応していくという考えの下、長期的な視点で乳幼児期から学校卒業までを通じて一貫して的確な支援を行うことを目的に作成する計画





Q３　個別の教育支援計画は、保護者の同意が得られない場合でも作成する必要がありますか。





A３　保護者の同意が得られない場合も作成する必要があります。


平成30年８月の学校教育法施行規則の改正により、各学校における個別の教育支援計画の作成が義務付けられました。


なお、個別の教育支援計画を学校と関係機関の情報共有や学校間等での引継ぎに活用する際には、本人や保護者の同意が必要です。











Q２　個別の教育支援計画はどこで作成するのですか。





A２　各学校が作成することとされています。


　　　校長は、校内委員会で個別の教育支援計画を作成するに当たり、作成の中心となる教員（作成の対象となる児童生徒等が在籍する学級の担任、特別支援教育コーディネーター等）や作成に関わる校内委員会の構成員の役割を明確にすることが重要です。


特別支援教育コーディネーターは、あらかじめ、校内委員会において、学校内における個別の教育支援計画の共通様式等の作成や作成の行程を提示しておくことが重要です。　　








A１　特別な教育的支援を必要とする児童生徒等のニーズは、教育、医療、福祉、労働等、様々な観点から生じうるものです。これらのニーズに対応した取組はそれぞれ独自に展開できるものもありますが、類似しているもの、不可分なものも少なくありません。


したがって、教育という側面から対応を考えるに当たっても、医療、福祉等の面からの対応の重要性も踏まえて関係機関等の連携協力に十分配慮することが必要となります。また、医療、福祉等の面からの対応が行われるに当たっても、教育の立場から必要な支援・協力を行うことが重要です。





Q１　なぜ、学校と関係機関や民間団体が連携する必要があるのですか。





（参考）


○　平成15年度から実施された障害者基本計画においては、教育、医療、福祉、労働等の関係機関が連携・協力を図り、障がいのある児童生徒等の生涯にわたる継続的な支援体制を整え、それぞれの年代における子どもの望ましい成長を促すため、「個別の支援計画」を作成することが示されました。


　　この「個別の支援計画」のうち、児童生徒等に対して、教育機関が中心となって作成するものを、「個別の教育支援計画」といいます。


○　平成30年８月に学校教育法施行規則が改正され、同規則第134条の２では、個別の教育支援計画について「学校と医療、保健、福祉、労働等に関する業務を行う関係機関及び民間団体との連携の下に行う当該児童等に対する長期的な支援に関する計画」と示されました。


○　平成30年８月の学校教育法施行規則の改正により、校長は、特別支援学校及び特別支援学級に在籍する児童生徒、通級による指導を受けている児童生徒について、個別の教育支援計画を作成しなければならないとされました。








